
平成 27年 1月 31日時点 
 

市民後見推進事業の概要 

 

市区町名 沖縄市 

 

事 業 区 分 （１）市民後見人養成のための研修の実施 

 

委 託 先 及 び 

委  託  内  容 

 

全部委託  ・  一部委託  ・  委託なし 

委託先名：沖縄市社会福祉協議会 

委託内容：研修会の開催（実務、フォローアップ） 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

（研修の名称） 

 「沖縄市法人後見サポーターフォローアップ講座」 

 

（研修対象者） 

 平成25年度法人後見サポーター養成講座修了者  

 (受講人数) 31名 

（研修目的） 

 市民後見人・法人後見サポーターとしての活動に必要となる福祉・介護全

般にわたる専門知識と技能の習得を目的とする。 

 

（講師） 

 弁護士・司法書士・税理士・精神保健福祉士・社会福祉士・看護師・介護

支援専門員・市職員及び社会福祉協議会職員 

 

 

 

 

 

 

 

事業スケジュール 

（ 予 定 を 含 む ） 

 

 

 

 

6月30日  記録の書き方～利用者のより良い支援を目指して～ 

7月31日  沖縄市認知症サポーター養成講座 

8月28日  精神障がいを持つ利用者との接し方 

9月25日  介護保険制度改正について 

       成年後見制度利用支援事業について 

10月23日  最低限知っていてほしい税務について 

11月27日  後見活動の実際～選任から終了までの実務 

12月25日  身の回りの法律トラブル対処法～相続・税金など～ 

1月22日  貢献活動の実際～身上監護について～ 

2月26日  支援活動で起こる課題と対応（仮） 

 

備      考 

 

 



平成 27年 1月 31日時点 
 

市民後見推進事業の概要 

 

市区町名 沖縄市 

 

事 業 区 分 （２）市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築 

 

委 託 先 及 び 

委  託  内  容 

 

全部委託  ・  一部委託  ・  委託なし 

委託先名：沖縄市社会福祉協議会 

委託内容：市民後見人養成やその活動支援を見据えた体制づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市民後見推進事業運営委員会の設置） 

 ＜運営委員会設置の目的＞ 

 運営委員会、事例検討委員会等を組織化し、後見事務を中心に、困難事例

検討会や学習会を開催することにより、法人後見サポーターの活動を安定的

に実施できるよう備える。 

 

 ＜委員構成＞ 

 弁護士・税理士・精神保健福祉士・社会福祉士等 

 

＜検討内容＞ 

・効果的な市民後見育成の方策 

・法人後見サポーターの支援方策 

・困難事例検討 

 

 

 

事業スケジュール 

（ 予 定 を 含 む ） 

 

 

 

第1回 7月14日  平成26年度の事業計画について確認。 

第2回 10月20日 活動状況報告 

          事例検討 

          県外研修報告 

第3回 12月15日 活動状況及び連絡会の報告 

          次年度の養成講座について検討 

          事例の経過報告 

第4回 2月2日  次年度養成講座について検討 

          今後の事業計画について検討 

 

備      考  

 


